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１． はじめに 

近年、鉄道業界は自動車業界の躍進もあり、地方の鉄道事

業者や JR 各社の地方路線では利用者減少による廃線や衰退

が相次いでいる。このような状況の中で、鉄道業界では鉄道

が普通の輸送手段としての役割だけではなく、高付加価値の

サービスを提供し、収益の改善を図ることや観光面を強化し

て観光客を呼び込もうという動きが大きくなっている。ま

た、鉄道業界においては、利用者の推移などの数字をデータ

に表すだけではなく、鉄道産業が地元の学生などを育てたり

するなど、目に見えないものを大切にする動きもある。本研

究ではそのような鉄道産業の経済波及効果についての研究を

報告する。 

２．研究の背景と目的 

鉄道会社は鉄道事業の他に不動産事業や広告事業を行って

おり、それぞれの事業がその他の産業と密接に関わり、経済

的な波及効果をもたらす。地方の鉄道会社が利用者の減少な

どで軒並み経営状態が悪化している中で、鉄道会社がその県

の経済にもたらす波及効果を分析することで、今後強化して

いくべき事業等を推測することができるのではないかと考え

る。本研究では、経済波及効果に着目し、鉄道事業者の財務

諸表や高知県の産業連関表を使用した経済波及効果分析とい

う手法をもって分析した結果を報告する。 

３． 研究の方法と対象 

先行研究を踏まえた上で、実地調査などを行う。調査法は

高知県の鉄道事業者へのヒアリングと各種資料を基に行う経

済波及効果分析の計算である。先行研究やヒアリング、計算

の結果を踏まえて、鉄道産業がその他の産業に与える影響を

分析する。分析方法については先行研究の作成元である沖縄

県企画部統計課にご指導いただいた。また、研究対象は高知

県の鉄道事業者である。 

４． 高知県内を運行する鉄道事業者 

高知県内で運行されている鉄道事業者は四国旅客鉄道(JR

四国)、土佐くろしお鉄道、とさでん交通(軌道)の 3社であ

る。この 3社の利用者数は年々減少しているものの、路線別

に見ると増加している路線もある(表 1)。この一部の路線の

利用者数の増加は近年の鉄道業界における観光面の強化の影

響と考えられる。高知県においては土佐くろしお鉄道のごめ

ん･なはり線が代表的な例といえる。高知県全体での歴史な

ど観光資源を生かした観光振興の流れの中で、ごめん･なは

り線はその恩恵を大きく受けているといえる。このような観

光面での強化などの鉄道業界での変化が経済波及効果として

どれほど表れるかを検証していく。 

表 1.高知県内を運行している鉄道事業者(JR 四国を除く土佐

くろしお鉄道、とさでん交通軌道)の利用人員の推移 

〈高知県の公共交通の維持確保・活性化に向けて(高知県交

通運輸政策課)の資料を基に筆者作成〉 

 

５． 調査と分析 

次にヒアリングなどの実地調査や経済波及効果の計算を行

った。ヒアリングは土佐くろしお鉄道にご協力いただいた。

経済波及効果の計算においては先行研究を参考にしながら、

鉄道事業者 3社の財務諸表や産業連関表を用い、第二次間接

効果まで算出することとする。 

６． 経済波及効果 

高知県総務部統計分析課による経済波及効果の勉強会にお

いて、経済波及効果とは「ある産業に対して生じた需要額が

その産業の生産を誘発するとともに、それにより次々と各産

業の生産をも誘発していくこと」と定義している。経済波及

効果の例として、以下の図を示している(図 1)。 



 

図 1.経済波及効果 

出所.経済波及効果と産業連関表に関する勉強会(高知県総務

部統計分析課)の資料 

７． 経済波及効果分析に使用する資料 

一つ目は高知県内で運行されている 3つの鉄道事業者(四

国旅客鉄道〈JR 四国〉、土佐くろしお鉄道、とさでん交通の

軌道)それぞれの損益計算書の鉄道事業における営業収益で

ある。鉄道事業の営業収益の内訳は旅客運輸収入、鉄道線路

使用料収入、運輸雑収入などである。 

 二つ目は高知県産業連関表である。産業連関表とは「国内

経済において一定期間(通常 1年間)に行われた財・サービス

の産業間取引を一つの行列(マトリックス)に示した統計表」

と総務省が定義しており、原則として、西暦の末尾が 0と 5

の年に作成される。ただし、最新の産業連関表は重要な基礎

資料となる「経済センサス－活動調査」の調査対象年次に合

わせて、平成 23 年度に作成されたものとなっており、本研

究ではこの最新年度の産業連関表を使用する。 

 産業連関表の基本知識として以下の事が挙げられる(以下

は総務省 HP より引用)。産業連関表においてタテ方向の計数

の並びを「列」または、「投入」という。ヨコ方向の計数の

並びを「行」または、「産出」という(図 2)。 

 

図 2.産業連関表の構造 

出所.総務省 HP:産業連関表の仕組み 

産業連関表として作成される主な統計表に、取引基本表が

あり、これは産業相互間や産業と最終需要(家計など)との間

で取引された財・サービスの金額を行列方式で表示したもの 

である(表 2)。産業連関表の他の統計表は取引基本表に基づ

いて作成されるため、取引基本表を「産業連関表」と呼ぶこ

とがある。 

表 2.取引基本表 

出所.総務省 HP:産業連関表の仕組み 

 

 取引基本表と主要係数表の関係にある投入係数表は「投入

係数」という取引基本表の中間需要の列部門ごとに、原材料

等の投入額を当該部門の生産額で除して得た係数を列部門別

に一覧表にしたものであり、ある産業において 1単位の生産

を行う際に必要とされる原材料等の単位を示している(表

3)。 

表 3.投入係数表 

出所.総務省 HP:産業連関表の仕組み 

 

 取引基本表と主要係数表の関係にある逆行列係数表は「逆

行列係数」というある産業の部門に対して新たな最終需要が

1単位発生した場合に、当該部門の生産のために必要とされ

る（中間投入される）財・サービスの需要を通して、各部門



の生産がどれだけ発生するか、つまり、直接・間接の生産波

及の大きさを示す係数を産業別に一覧表にしたものである

(表 4)。 

表 4.逆行列係数表 

出所.総務省 HP:産業連関表の仕組み 

 

 分析に際しては高知県総務部統計分析課 HP に掲載されて

いる高知県産業連関表の独自の 40 部門分類から「鉄道旅客

輸送」を分割・特掲した「分析用 41 部門分類」の表を作成

し、分析データはこの表に入力していくこととする(表 5)。

なお、経済波及効果分析の計算においては 108 部門表を使用

する。 

表 5.分析用 41 部門分類 

〈先行研究を基に筆者作成〉 

 

８． 経済波及効果分析の基本前提 

 （以下は鉄道旅客輸送が県経済に及ぼす経済波及効果〈沖

縄県〉より引用） 

分析は「均衡産出高モデル」により行う。 

X=B・F｛X=生産誘発額、B＝逆行列係数、F＝自給率を考慮し

た最終需要 

均衡産出高モデルによる経済波及効果分析での基本的な前

提としては 

・全ての「生産」は、「最終需要」を満たすために行われ

る。 

・生産を行う上での「制約条件」は一切無い。 

・各商品と各産業部門とは 1対 1の関係にあり、一つの生産

物（商品）は、ただ一つの産業部門から供給される。 

・各部門が使用する投入量は、その部門の生産水準に比例す

る。 

・生産波及は途中段階で中断することなく、最後まで波及す

るものと仮定する 

・各部門が生産活動を個別に行った効果の和は、それらの部

門が生産活動を同時に行った時の総効果に等しい。 

また、消費と所得との間には、関係式①「消費総額＝固定

的な消費額＋平均消費性向×所得」が成立することを前提と

し、平均消費性向を算出する。 

この平均消費性向に、均衡産出高モデルにより計測した

「誘発された個人所得（雇用者所得＋個人事業主所得）を乗

じることによって新たに発生する消費を算出する（関係式

②）。関係式②「新たな消費＝平均消費性向×誘発された個

人所得」 

 労働（雇用者及び就業者）の誘発は雇用表を用いて計測す

る。なお、計測された経済波及効果（生産誘発額）から求め

られる雇用誘発者数については、企業行動パターン（※）を

一切考慮せず、生産の増加は全て雇用者の増加で対応するも

のと考える。 

※雇用者数を増やす、所定外労働時間を増やす、設備増強に

よる生産性向上 

９． 研究結果 

（1）経済波及効果分析の流れ 

 分析の流れとしては以下の図のように、直接効果→第一次

間接効果→第二次間接効果という順に行っていく(図 3)。 

 

図 3.経済波及効果分析の流れ 

分析用41部門分類

コード 部門名 コード 部門名 備考

1 耕種農業 20 電気機械・情報・通信機械

2 畜産・その他の農業 21 輸送機械

3 林業 22 その他の製造工業製品

4 漁業 23 建築

5 鉱業 24 土木

6 飲食料品 25 電力・ガス・熱供給

7 繊維製品 26 水道

8 製材・木製品・家具 27 廃棄物処理

9 パルプ・紙・紙製品 28 商業

22 その他の製造工業製品 29 金融・保険

10 化学製品 30 不動産

11 石油・石炭製品 31 鉄道輸送 31「運輸」から分割・特掲

12 プラスチック・ゴム 32 その他の運輸 31「運輸」から分割

22 その他の製造工業製品 33 情報通信 33以下コード変更

13 窯業・土石製品 34 公務

14 鉄鋼・非鉄金属 35 教育・研究

15 金属製品 36 医療・福祉

16 はん用機械 37 その他の非営利団体サービス

17 生産用機械 38 対事業所サービス

18 業務用機械 39 対個人サービス

19 電子部品 40 事務用品

41 分類不明



出所.経済波及効果と産業連関表に関する勉強会(高知県総務

部統計分析課)の資料 

（2）直接効果の生産額の算出 

直接効果の生産額は土佐くろしお鉄道、とさでん交通の平

成 29 年度損益計算書の鉄軌道事業における営業収益(旅客運

輸収入、運輸雑入)の合計と四国旅客鉄道(JR 四国)の高知県

内の営業収益を算出した値を合計したものである。 

四国旅客鉄道については高知県内のみの営業収益を算出し

ていないため、四国旅客鉄道 HP 上に掲載されている「区間

別平均通過人員(輸送密度)および旅客運輸収入(平成 29 年

度)」(図 4)より土讃線の高知県区間の旅客運輸収入を計

算・推定し、鉄道事業の高知県内の営業収益を推定する。      

ここでの高知県内の営業収益はあくまで推定であるため、正

確な値ではないことに留意する必要がある。以下の分析にお

いても同様のことが言える。 

 

図 4. 区間別平均通過人員(輸送密度)および旅客運輸収入

(平成 29 年度) 

出所.四国旅客鉄道 HP 

図より土讃線の旅客運輸収入は 3,775 百万円である。しか

し、この数値は土讃線全体の旅客運輸収入であり、この中か

ら、土讃線の高知県内の旅客運輸収入を推定しなければなら

ない。土讃線の高知県区間は土佐岩原駅～窪川駅間であり、

この間の旅客運輸収入を求める。多度津駅～窪川駅間の平均

通過人員の比率や特急の利用など様々な条件を考慮した。そ

の結果、その他収入も含めて約 2,000 百万円ではないかと推

定した。何度でも言うが、この値はあくまで推定であり、正

確な値ではないことに留意する必要がある。 

土佐くろしお鉄道の鉄道事業における営業収益は土佐くろ

しお鉄道 HP に掲載されている 2017 年(平成 29 年)版財務情

報の損益計算書より、908 百万円(内訳：旅客運輸収入 692

百万円、鉄道線路使用料収入 1百万円、運輸雑収入 214 百万

円)となっている。 

とさでん交通の軌道事業における営業収益はとさでん交通

HP に掲載されている平成 30 年 3月期(平成 29 年度)決算情

報の損益計算書より、1,045 百万円となっている。 

これら 3社の営業収益を合計した値は約 4,000 百万円とな

り、直接効果の生産額となる。 

(3)第一次間接効果の与件データの作成 

 直接効果の生産額に産業連関表 108 部門表の取引基本表に

おける列部門「鉄道輸送」の投入係数を乗じることで、生産

活動に必要な財・サービスの購入費用である中間投入額や売

上高から原材料費や仕入原価などの変動費を差し引いた粗付

加価値額(直接効果の生産額＝中間投入額＋粗付加価値額)を

求める。それぞれの値は中間投入額が約 1,243 百万円、粗付

加価値額が約 2,756 百万円となっている。その他、家計消費

支出(行)が約 40 百万円、雇用者所得が約 907 百万円、営業

余剰約 151 百万円などの値を算出することができる。 

 そして、中間投入額の列ベクトルに詳細な各部門の自給率

(需要に対して県内生産でまかなえる割合)※を乗じて、県内

で調達可能な財・サービスの総額である県内生産対応額を算

出(表 6)。※自給率：「1-移輸入率(「移輸入額÷(県内需要

額－在庫純増)×100」)」で定義される。自給率が高くなれ

ば県内での生産誘発額が増加し、経済波及効果は大きくな

る。今回用いる自給率は産業連関表上の自給率と同じと仮定

する。 

表 6.直接効果：県内生産対応額 

〈先行研究を基に筆者作成〉 

 

計算の結果、県内生産対応額は約 755 百万円となり、この

ように算出されたデータが第一次間接効果の与件データとな

コード 部門名 県内生産対応額 コード 部門名 県内生産対応額

1 耕種農業 0 20 電気機械・情報・通信機械 0

2 畜産・その他の農業 0 21 輸送機械 0

3 林業 0 22 その他の製造工業製品 0

4 漁業 0 23 建築 117,352,160

5 鉱業 0 24 土木 0

6 飲食料品 0 25 電力・ガス・熱供給 96,286,720

7 繊維製品 1,217,040 26 水道 22,864,000

8 製材・木製品・家具 177,120 27 廃棄物処理 46,143,520

9 パルプ・紙・紙製品 250,240 28 商業 10,932,480

22 その他の製造工業製品 1,992,000 29 金融・保険 173,549,160

10 化学製品 0 30 不動産 5,656,920

11 石油・石炭製品 57,528 31 鉄道輸送 575,120

12 プラスチック・ゴム 0 32 その他の運輸 51,658,256

22 その他の製造工業製品 0 33 情報通信 22,390,960

13 窯業・土石製品 0 34 公務 0

14 鉄鋼・非鉄金属 0 35 教育・研究 37,722,340

15 金属製品 117,760 36 医療・福祉 0

16 はん用機械 736 37 その他の非営利団体サービス 1,468,620

17 生産用機械 0 38 対事業所サービス 71,304,000

18 業務用機械 0 39 対個人サービス 12,840,920

19 電子部品 0 40 事務用品 5,900,000

41 分類不明 75,160,764

合計 755,618,364



る。 

(4)第一次間接効果の算出 

 直接効果の県内生産対応額の需要に応じて生産活動が行わ

れた結果、原材料等の生産も含めた生産誘発額(第一次間接

効果)などが計測される。 

生産誘発額は、最終需要のうちどの項目が各産業の生産額

をどれだけ誘発したかを確認するものであり、生産誘発額の

計算式としては以下のようになる。 

『生産誘発額＝逆行列係数(鉄道輸送部門を外生化※した列

部門「鉄道輸送」と各行部門)×最終需要計の「鉄道輸送」』 

※外生化…インプットするデータを他から与える 

 生産誘発額に粗付加価値率を乗じたものとして、粗付加価

値誘発額がある。これは各最終需要項目が各産業部門の粗付

加価値額をどの程度誘発したかを示すものであり、粗付加価

値誘発額の計算式としては以下のようになる。 

『粗付加価値誘発額＝生産誘発額×粗付加価値率(＝粗付加

価値額÷県内生産額)』 

 また、生産誘発額に雇用者所得率を乗じたものとして、雇

用者所得誘発額がある。雇用者所得誘発額の計算式としては

以下のようになる。 

『雇用者所得誘発額＝生産誘発額×雇用者所得率(＝雇用者

所得÷県内生産額)』 

 さらに、産業連関表の雇用表において就業係数や雇用係数

(鉄道輸送部門)を求め、生産誘発額と乗じることで、就業誘

発者数や雇用誘発者数を求める。就業誘発者数、雇用誘発者

数それぞれの計算式は以下のようになる。 

『就業誘発者数＝生産誘発額×就業係数(＝従業者総数÷県

内生産額)』 

『雇用誘発者数＝生産誘発額×雇用係数(＝〈有給役員＋雇

用者〉÷県内生産額)』 

 雇用表を使用することで、個人事業主所得誘発額も求める

ことができる。個人事業主所得誘発額の計算式は以下のよう

になる。 

『個人事業主所得誘発額＝生産誘発額×営業余剰率(＝営業

余剰÷県内生産額)×個人事業主所得割合(個人業主の所得と

家族従業者の所得の合計における個人業主の所得の割合)』 

これらの計算式を基に計算したデータを 41 部門分類表に

整理した(表 7)。 

計算式を基に、生産誘発額は約 2,321 百万円、粗付加価値

誘発額は約 1,602 百万円、雇用者所得誘発額は約 534 百万

円、就業誘発者数・雇用誘発者数は約 18 人とそれぞれ求め

られる。 

また、生産誘発額を部門別にみると、29「金融・保険」が

全体の 19.0％、23「建築」が 12.6％、38「対事業所サービ

ス」が 12.4％、25「電力・ガス・熱供給」が 12.3％という

ように特定の部門に効果が大きく波及する。 

表 7.第一次間接効果：生産誘発額等 

〈先行研究を基に筆者作成〉 

 

 (5)第二次間接効果の与件データの作成 

 第一次間接効果における雇用者所得誘発額と個人事業主

所得誘発額の合計である個人の所得誘発額合計を求める(表

8)。 

表 8.第一次間接効果：個人の所得誘発額合計 

〈先行研究を基に筆者作成〉 

 

第一次間接効果 部門別構成比

コード 部門名 生産誘発額 粗付加価値誘発額雇用者所得誘発額就業誘客者数・雇用誘発者数 生産誘発額

1 耕種農業 91,850 63,377 21,126 0 0.0%

2 畜産・その他の農業 73,480 50,700 16,901 0 0.0%

3 林業 192,885 133,091 44,364 0 0.0%

4 漁業 36,740 25,351 8,450 0 0.0%

5 鉱業 587,840 405,610 135,203 0 0.0%

6 飲食料品 128,590 88,766 29,576 0 0.0%

7 繊維製品 4,087,325 2,820,254 940,084 0 0.2%

8 製材・木製品・家具 2,542,175 1,754,101 584,700 0 0.1%

9 パルプ・紙・紙製品 4,702,720 3,244,877 1,081,625 0 0.2%

22 その他の製造工業製品 10,994,445 7,586,167 2,528,722 0 0.5%

10 化学製品 826,650 570,389 190,130 0 0.0%

11 石油・石炭製品 119,405 82,389 27,463 0 0.0%

12 プラスチック・ゴム 413,325 285,194 95,065 0 0.0%

22 その他の製造工業製品 0 0 0 0 0.0%

13 窯業・土石製品 10,048,390 6,933,390 2,311,130 0 0.4%

14 鉄鋼・非鉄金属 514,360 354,908 118,302 0 0.0%

15 金属製品 7,779,695 5,367,990 1,789,330 0 0.3%

16 はん用機械 18,370 12,675 4,225 0 0.0%

17 生産用機械 514,360 354,908 118,303 0 0.0%

18 業務用機械 18,370 12,675 4,225 0 0.0%

19 電子部品 569,470 392,934 130,978 0 0.0%

20 電気機械・情報・通信機械 174,515 120,415 40,138 0 0.0%

21 輸送機械 220,440 152,104 50,702 0 0.0%

22 その他の製造工業製品 2,360,545 1,628,776 542,926 0 0.1%

23 建築 292,643,285 201,923,867 67,307,956 0 12.6%

24 土木 0 0 0 0 0.0%

25 電力・ガス・熱供給 286,011,715 197,348,083 65,782,694 3 12.3%

26 水道 67,114,795 46,309,209 15,436,403 0 2.9%

27 廃棄物処理 110,715,990 76,394,033 25,464,678 1 4.8%

28 商業 78,485,825 54,155,219 18,051,740 1 3.4%

29 金融・保険 440,338,085 303,833,279 101,277,760 5 19.0%

30 不動産 31,229,000 21,548,010 7,182,670 0 1.3%

31 鉄道輸送 0 0 0 0.0%

32 その他の運輸 167,681,360 115,700,139 38,566,714 1 7.2%

33 情報通信 115,363,600 79,600,884 26,533,628 0 5.0%

34 公務 41,240,650 28,456,049 9,485,350 0 1.8%

35 教育・研究 101,751,430 70,208,487 23,402,829 0 4.4%

36 医療・福祉 890,945 614,752 204,917 0 0.0%

37 その他の非営利団体サービス 15,430,800 10,647,252 3,549,084 0 0.7%

38 対事業所サービス 287,472,130 198,355,770 66,118,589 2 12.4%

39 対個人サービス 32,413,865 22,365,566 7,455,189 0 1.4%

40 事務用品 17,901,565 12,352,080 4,117,360 0 0.8%

41 分類不明 188,136,355 129,814,085 43,271,362 2 8.1%

合計 2,321,837,340 1,602,067,805 534,022,591 18 100.0%

(推定)

コード 部門名 合計 コード 部門名 合計

1 耕種農業 23,538 20 電気機械・情報・通信機械 44,721

2 畜産・その他の農業 18,831 21 輸送機械 56,492

3 林業 49,430 22 その他の製造工業製品 604,923

4 漁業 9,415 23 建築 74,993,939

5 鉱業 150,642 24 土木 0

6 飲食料品 32,953 25 電力・ガス・熱供給 73,294,505

7 繊維製品 1,047,434 26 水道 17,199,106

8 製材・木製品・家具 651,468 27 廃棄物処理 28,372,523

9 パルプ・紙・紙製品 1,205,138 28 商業 20,113,092

22 その他の製造工業製品 2,817,480 29 金融・保険 112,842,799

10 化学製品 211,841 30 不動産 8,002,868

11 石油・石炭製品 30,599 31 鉄道輸送 0

12 プラスチック・ゴム 105,921 32 その他の運輸 42,970,698

22 その他の製造工業製品 0 33 情報通信 29,563,538

13 窯業・土石製品 2,575,040 34 公務 10,568,494

14 鉄鋼・非鉄金属 131,810 35 教育・研究 26,075,229

15 金属製品 1,993,656 36 医療・福祉 228,317

16 はん用機械 4,707 37 その他の非営利団体サービス 3,954,359

17 生産用機械 131,812 38 対事業所サービス 73,668,757

18 業務用機械 4,707 39 対個人サービス 8,306,507

19 電子部品 145,935 40 事務用品 4,587,527

41 分類不明 48,212,575

合計 595,003,326



 計算の結果、個人の所得誘発額合計は約 595 百万円とな

る。 

個人の所得誘発額合計に平均消費性向(平成 29 年度家計調

査報告〈高知市〉)を乗じて家計消費支出額を求める(表

9)。得た所得が家計消費支出にまわる分を求める。 

表 9.第一次間接効果：家計消費支出額 

〈先行研究を基に筆者作成〉 

 

 計算の結果、家計消費支出額は約 403 百万円となる。 

 家計消費支出額に自給率を乗じて、県内生産対応額を求め

る。(表 10)。家計消費による需要で、県内生産で対応でき

る分を求める。 

表 10.第一次間接効果：県内生産対応額 

〈先行研究を基に筆者作成〉 

 

 計算の結果、県内生産対応額は約 331 百万円となる。 

(6)第二次間接効果の算出 

第一次間接効果の県内生産対応額の需要に応じて生産が行

われた結果、第二次間接効果の生産誘発額が計測される。第

二次間接効果の生産誘発額の考え方としては、生産の誘発に

よって個人の所得が誘発され、その所得を得た家計が新たな

消費を行い、その消費が新たな需要として更なる生産を誘発

するというものである。第二次間接効果の生産誘発額の計算

式として以下のようになる。 

『第二次間接効果の生産誘発額＝逆行列係数(列部門「鉄道

輸送」と各行部門)×民間消費支出の「鉄道輸送」』 

 生産誘発額に粗付加価値率を乗じた粗付加価値誘発額や雇

用者所得率を乗じた雇用者所得誘発額などの第一次間接効果

でも計算した各項目の計算方法はほぼ同じであるため省略す

る。 

 これらの計算式を基に計算したデータを 41 部門分類表に

整理した(表 11)。 

計算式を基に、生産誘発額は約 2,090 百万円、粗付加価値

誘発額は約 1,442 百万円、雇用者所得誘発額は約 480 百万

円、就業誘発者数・雇用誘発者数は約 16 人とそれぞれ求め

られる。 

表 11.第二次間接効果：生産誘発額等 

〈先行研究を基に筆者作成〉 

 

 (7)総効果 

 本来であれば、直接効果、第一次間接効果、第二次間接効

果、そして第二次間接効果以降の合計による生産誘発額を求

めるべきではあるが、本研究では第二次間接効果までの生産

誘発額の合計を総効果とする(表 12)。第二次間接効果以降

の生産誘発額等の算出においては後追いで研究していきたい

と考えている。そのため、正確な値でないことに留意する必

コード 部門名 家計消費支出額 コード 部門名 家計消費支出額

1 耕種農業 15,959 20 電気機械・情報・通信機械 30,321

2 畜産・その他の農業 12,767 21 輸送機械 38,302

3 林業 33,514 22 その他の製造工業製品 410,138

4 漁業 6,383 23 建築 50,845,891

5 鉱業 102,135 24 土木 0

6 飲食料品 22,342 25 電力・ガス・熱供給 49,693,674

7 繊維製品 710,160 26 水道 11,660,994

8 製材・木製品・家具 441,695 27 廃棄物処理 19,236,571

9 パルプ・紙・紙製品 817,083 28 商業 13,636,676

22 その他の製造工業製品 1,910,251 29 金融・保険 76,507,418

10 化学製品 143,628 30 不動産 5,425,945

11 石油・石炭製品 20,746 31 鉄道輸送 0

12 プラスチック・ゴム 71,814 32 その他の運輸 29,134,133

22 その他の製造工業製品 0 33 情報通信 20,044,078

13 窯業・土石製品 1,745,877 34 公務 7,165,439

14 鉄鋼・非鉄金属 89,368 35 教育・研究 17,679,006

15 金属製品 1,351,699 36 医療・福祉 154,799

16 はん用機械 3,191 37 その他の非営利団体サービス 2,681,055

17 生産用機械 89,369 38 対事業所サービス 49,947,418

18 業務用機械 3,191 39 対個人サービス 5,631,812

19 電子部品 98,944 40 事務用品 3,110,343

41 分類不明 32,688,126

合計 403,412,255

コード 部門名 県内生産対応額 コード 部門名 県内生産対応額

1 耕種農業 8,618 20 電気機械・情報・通信機械 2,729

2 畜産・その他の農業 8,714 21 輸送機械 10,341

3 林業 18,433 22 その他の製造工業製品 156,140

4 漁業 4,404 23 建築 43,727,466

5 鉱業 82,729 24 土木 0

6 飲食料品 5,076 25 電力・ガス・熱供給 37,196,127

7 繊維製品 148,160 26 水道 11,660,994

8 製材・木製品・家具 53,003 27 廃棄物処理 17,697,645

9 パルプ・紙・紙製品 229,884 28 商業 10,636,607

22 その他の製造工業製品 573,075 29 金融・保険 71,151,899

10 化学製品 20,012 30 不動産 3,201,308

11 石油・石炭製品 7,469 31 鉄道輸送 0

12 プラスチック・ゴム 2,154 32 その他の運輸 18,027,048

22 その他の製造工業製品 0 33 情報通信 15,649,031

13 窯業・土石製品 1,319,749 34 公務 7,165,439

14 鉄鋼・非鉄金属 15,304 35 教育・研究 17,272,699

15 金属製品 203,282 36 医療・福祉 154,799

16 はん用機械 0 37 その他の非営利団体サービス 2,654,244

17 生産用機械 18,767 38 対事業所サービス 30,979,113

18 業務用機械 32 39 対個人サービス 5,422,244

19 電子部品 17,810 40 事務用品 3,110,343

41 分類不明 32,688,126

合計 331,301,017

第二次間接効果 部門別構成比

コード 部門名 生産誘発額 粗付加価値誘発額 雇用者所得誘発額 就業誘客者数・雇用誘発者数 生産誘発額

1 耕種農業 82,720 57,077 19,026 0 0.0%

2 畜産・その他の農業 66,176 45,661 15,221 0 0.0%

3 林業 173,712 119,861 39,954 0 0.0%

4 漁業 33,088 22,831 7,610 0 0.0%

5 鉱業 529,408 365,292 121,764 0 0.0%

6 飲食料品 115,808 79,907 26,636 0 0.0%

7 繊維製品 3,681,040 2,539,917 846,639 0 0.2%

8 製材・木製品・家具 2,109,360 1,455,459 485,153 0 0.1%

9 パルプ・紙・紙製品 4,235,264 2,922,332 974,111 0 0.2%

22 その他の製造工業製品 9,901,584 6,832,093 2,277,364 0 0.5%

10 化学製品 744,480 513,692 171,231 0 0.0%

11 石油・石炭製品 107,536 74,200 24,733 0 0.0%

12 プラスチック・ゴム 372,240 256,846 85,615 0 0.0%

22 その他の製造工業製品 0 0 0 0 0.0%

13 窯業・土石製品 9,049,568 6,244,202 2,081,401 0 0.4%

14 鉄鋼・非鉄金属 463,232 319,630 106,543 0 0.0%

15 金属製品 7,006,384 4,834,405 1,611,468 0 0.3%

16 はん用機械 16,544 11,415 3,805 0 0.0%

17 生産用機械 463,232 319,630 106,543 0 0.0%

18 業務用機械 16,544 11,415 3,805 0 0.0%

19 電子部品 512,864 353,876 117,959 0 0.0%

20 電気機械・情報・通信機械 157,168 108,446 36,149 0 0.0%

21 輸送機械 198,528 136,984 45,662 0 0.0%

22 その他の製造工業製品 2,125,904 1,466,874 488,958 0 0.1%

23 建築 263,554,192 181,852,392 60,617,464 3 12.6%

24 土木 0 0 0 0 0.0%

25 電力・ガス・熱供給 257,581,808 177,731,448 59,243,816 3 12.3%

26 水道 60,443,504 41,706,018 13,902,006 0 2.9%

27 廃棄物処理 99,710,688 68,800,375 22,933,458 1 4.8%

28 商業 70,684,240 48,772,126 16,257,375 0 3.4%

29 金融・保険 396,567,952 273,631,887 91,210,629 5 19.0%

30 不動産 28,124,800 19,406,112 6,468,704 0 1.3%

31 鉄道輸送 0 0 0 0 0.0%

32 その他の運輸 151,013,632 104,199,406 34,733,134 1 7.2%

33 情報通信 103,896,320 71,688,461 23,896,153 0 5.0%

34 公務 37,141,280 25,627,483 8,542,494 0 1.8%

35 教育・研究 91,637,216 63,229,679 21,076,560 0 4.4%

36 医療・福祉 802,384 553,645 184,548 0 0.0%

37 その他の非営利団体サービス 13,896,960 9,588,902 3,196,301 0 0.7%

38 対事業所サービス 258,897,056 178,638,969 59,546,323 1 12.4%

39 対個人サービス 29,191,888 20,142,402 6,714,134 0 1.4%

40 事務用品 16,122,128 11,124,268 3,708,089 0 0.8%

41 分類不明 169,435,376 116,910,409 38,970,136 2 8.1%

合計 2,090,863,808 1,442,696,027 480,898,674 16 100.0%



要がある。 

総効果の生産誘発額は約 4,412 百万円、粗付加価値誘発額

は約 3,044 百万円、雇用者所得誘発額は約 1,014 百万円、就

業誘発者数・雇用誘発者数は約 34 人とそれぞれ求められ

る。 

また、総効果が直接効果の何倍になるかで経済波及効果の

高さを測ることができ、総効果の生産誘発額は約 4,412 百万

円で、直接効果の生産額は約 2,000 百万円であるため、直接

効果の約 2.21 倍となり、経済波及効果が高いと言える。 

表 12.総効果：生産誘発額等 

〈先行研究を基に筆者作成〉 

 

１０．考察 

 研究の結果、表 9-9 より高知県の鉄道産業が県経済に及ぼ

す経済波及効果として、生産誘発額が約 4,412 百万円、粗付

加価値誘発額が約 3,044 百万円、雇用者所得誘発額が約

1,014 百万円、就業誘発者数・雇用誘発者数は約 34 人と、

利用人数が減少している路線が多い高知県の鉄道事業者にと

って、高知県の経済に相当程度な好影響を与えていると考え

る。 

特に、表 9-9 の生産誘発額の部門別構成比の中では金融・

保険、建築、電力・ガス・熱供給、対事業所サービスに生産

が大きく波及している。また、生産波及の程度は大きくはな

いものの、教育・研究、商業、対個人サービスなどの商業系

の部門にも好影響を与えていることがわかる。 

産業連関表の統計表である最終需要項目別生産誘発依存度

からみる鉄道輸送は、高知県内の産業全体に比べ、民間消費

支出(高知県民の利用)への依存度が高く、移輸出(観光客な

どの利用)への依存度が低いため、観光客のさらなる増加を

図ることが必要である(表 13)。 

表 13.最終需要項目別生産誘発依存度 

〈先行研究を基に筆者作成〉 

 

土佐くろしお鉄道の担当者の方へのヒアリングを基に提案

すると、今回、分析した産業部門別のデータからさらに波及

して、地域の重要な課題である観光振興や定住・移住促進の

ような数字として表れない経済波及効果も必要だと考える。

観光振興のためには、その地域で働く地域の人の力がさらに

必要であり、その力を作り出すには将来の地域を担う若者と

積極的に関わり、「地域に留まり、地域のために働くことが

できる人材」を育成しなければならない。その力を作り出す

ことで、観光振興が進んで魅力的な地域になり、定住・移住

促進につながると考える。 

１１．今後の展開 

今後は、今回ヒアリングを行った土佐くろしお鉄道やそれ

以外の高知県内の鉄道事業者へのヒアリングをさらに行い、

その中で分析データを基にした提案を行うことができるよう

にしていきたいと考える。 

また、分析に使用した高知県産業連関表のデータは平成

23 年度のため、最新年度の産業連関表が公表され次第、後

追いで研究を行っていく。 
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